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平成19年度

※保育時間は､ 居残り・延長保育時間を含みます｡
※平成19年度から､ さくら保育園でも ｢土曜日一日保育｣ を実施することになりました｡

[入園申し込みできる児童]
入園できる基準に該当し､ 香美市に居住し住民登録している児童

※基準については､ 左のページをご覧ください｡

[受付期間および場所]
平成19年１月15日(月)～２月９日(金) ８：30～17：15 (ただし､ 土・日は除く)

香美市教育委員会 幼保支援課 (�５３－１０８８)

香 北 分 室 (�５９－２３１２)

物 部 分 室 (�５８－３１１８)

※１月18日(木)13：00～15：00は､ 繁藤出張所でも受付をします｡

※２月７日(水)13：00～17：15は､ 双葉保育園でも受付をします｡

[入園申込用紙について]
申込書等一式は教育委員会幼保支援課・香北・物部分室､ 繁藤出張所､ 各保育園にありますので､ 新

たに入園申込をする場合は取りにおいでください｡ なお､ 現在入園している児童は､ 在園している保育

園で配付します｡

保育園名 定員 保 育 時 間 年 齢

山 田 保 育 園 90
(月～金) ７：30～18：30
(土) ７：30～12：30

０歳～５歳 (０歳児は２カ月以上)

さくら保育園 120 (月～土) ７：30～18：30 １歳～５歳

片 地 保 育 園 60

(月～金) ７：50～17：30
(土) ７：50～12：30

１歳～５歳

楠 目 保 育 園 60

明 治 保 育 園 90

じんざん保育園 45

新 改 保 育 園 45

若 藤 保 育 園 30
(月～金) ８：00～16：30
(土) ８：00～12：00

３歳～５歳 (年度途中でも３歳になれば入園可)

美良布保育園 135 (月～土) ７：30～18：30 ０歳～５歳 (０歳児は２カ月以上)

双 葉 保 育 園 30
(月～金) ７：30～18：00
(土) 美良布保育園で合同保育

１歳～５歳 (年度途中でも１歳になれば入園可)

大 栃 保 育 園 60
(月～金) ７：30～18：30
(土) ７：30～12：00

０歳～５歳 (０歳児は６カ月以上)

ひまわり保育園
( 私 立 )

60
(月～金) ７：30～18：30
(土) ７：30～17：00

０歳～２歳 (０歳児は産休明けから)
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[保育園へ入園できる基準]
保育園へ入園できる児童は､ 保護者のいずれもが次の①～⑦のいずれかに該当し､ また同居している

方も児童を保育することができないと認められる場合です｡

※育児､ 家事および集団教育目的は入園理由となりません｡

※保育園に園区はありません｡

※求職中であっても申し込みできますので､ ご相談ください｡
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①居宅外で働くことを常態としていること｡
②居宅内で児童と離れ､ 日常の家事以外の仕事をすることを常態としていること｡
③妊娠中､ または出産後間がないこと｡
④病気や負傷､ または心身に障害を有していること｡
⑤長期にわたり疾病の状態にあるまたは心身に障害を有する同居の親族を常時介護して
いること｡
⑥震災､ 風水害､ 火災その他の災害の復旧に当たっていること｡
⑦前各号に類する状態にあると市長が認める場合｡

年
金
受
給
者
の
み
な
さ
ま
へ
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耐耐耐耐耐耐耐耐耐震震震震震震震震震改改改改改改改改改修修修修修修修修修住住住住住住住住住宅宅宅宅宅宅宅宅宅ののののののののの固固固固固固固固固定定定定定定定定定資資資資資資資資資産産産産産産産産産税税税税税税税税税減減減減減減減減減額額額額額額額額額制制制制制制制制制度度度度度度度度度をををををををををごごごごごごごごご存存存存存存存存存じじじじじじじじじででででででででですすすすすすすすすかかかかかかかかか！！！！！！！！！
平成18年度税制改正により､ 耐震改修促進のための制度が創設されました｡ 昭和57年１月１日以前に建

築された住宅について､ 現行の耐震基準に適合する改修工事費30万円以上の耐震改修工事をした場合､ 固

定資産税が最大で３年間半額になります｡

この減額を受けるには､ 工事完了後３カ月以内に建築士等による固定資産税減額証明書を添えて税務課

に申告する必要があります｡

(1) 対象住宅

(2) 減額範囲

当該家屋の固定資産税＝１戸につき120㎡までの相当分について２分の１ (120㎡を超える部分は減額

されません)

(3) 減額期間

(4) 提出する書類

(ア) 耐震基準適合住宅に対して課する固定資産税の減額に関する申告書

(イ) 固定資産税減額証明書 (地方税法施行規則附則第７条第６項の規定に基づく証明書)

※(イ)については､ 登録住宅性能評価機関が発行する ｢住宅性能評価書｣ (耐震等級１～３) の提出によ

ることも可能ですが､ 費用確認書類を別途添付する必要があります｡

香美市では､ 土地の評価について固定資産税評価基準に定められている ｢適正な時価｣ を求めることに

努めていますが､ 市全域にわたる大量評価のため､ 下記のような特殊な事例では対象地の価格形成要因す

べてを把握できていないケースがあります｡ このため外観では把握できない価格形成要因は､ 固定資産の

所有者による申し出により､ 固定資産評価額に反映する申出制を採用しています｡ 特殊な価格形成要因を

内包する土地を所有されている納税者の方は､ 税務課固定資産税係までご連絡ください｡

◆外観からは把握できない価格形成要因の例 (一部)
●公法上 (都市計画法､ 建築基準法､ 一部条例など) の規制により､ 建築物の建築確認を得ることが困難

な場合 (一部評価額に反映されているものもあります)
●特別に災害の危険性が高い土地 など

【問い合わせ先】税務課固定資産税係 (�53－3116)

固固固固固固固固固定定定定定定定定定資資資資資資資資資産産産産産産産産産税税税税税税税税税土土土土土土土土土地地地地地地地地地評評評評評評評評評価価価価価価価価価にににににににににつつつつつつつつついいいいいいいいいててててててててて特特特特特特特特特殊殊殊殊殊殊殊殊殊なななななななななケケケケケケケケケーーーーーーーーースススススススススでででででででででははははははははは申申申申申申申申申ししししししししし出出出出出出出出出ををををををををを!!!!!!!!!!!!!!!!!!

税務課固定資産税係より

建 築 時 期 昭和57年１月１日以前

住 宅 の 種 類 専用住宅､ 共同住宅､ 併用住宅 (ただし､ 居住部分割合が２分の１以上)

耐震改修の証明
次のいずれかの者による証明を受けていること｡
(建築士､ 指定確認検査機関､ 登録住宅性能評価機関､ 地方公共団体※１)
※１については高知県木造住宅耐震助成事業を受けて耐震改修を行った場合のみ

改修工事完了日 平成１８年１月１日～平成２７年１２月３１日

改修工事金額 一戸あたり30万円以上

申告書の提出 耐震改修工事の完了後３カ月以内に､ 市長あてに申告する必要があります｡

耐震改修の完了日 減額期間

平成18年１月～平成21年12月 改修後３年間

平成22年１月～平成24年12月 改修後２年間

平成25年１月～平成27年12月 改修後１年間




